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問�介護保険料・介護保険給付・サービスに関すること
　長寿福祉課介護保険係☎㉒８２６４（市役所１階）

　現在発行している負担割合証は、７月３１日㈮で有効期
限が切れます。７月中旬に、要介護認定者及び総合事業
対象者に新しい負担割合証を送付します。

■負担割合証の発送

■介護サービスの利用者の負担軽減
　介護保険制度には、介護保険サービスの利用者が負担
しなければならない費用を軽減する制度があります。令和
７年度に対象となっていた人には、申請の案内と申請書を
送付します。また、既に認定証を持っている人も更新申請
が必要です。

▶�次の介護サービスにおける
　居住（滞在）費と食費の負担を軽減します
・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
・介護老人保健施設
・介護医療院
・短期入所療養介護
・短期入所生活介護
▶対象者　以下の条件を全て満たす人
・世帯全員が市民税非課税
・世帯が異なる配偶者も市民税非課税
・預貯金等が基準額以下等（年金収入額等によって異なる）
▶申請に必要なもの　申請書・同意書、通帳等の写し

【社会福祉法人による介護サービス利用者負担軽減】
　社会福祉法人等が提供する介護サービスの利用者負
担額、居住（滞在・宿泊）費、食費を軽減します。
※詳細は、長寿福祉課介護保険係にお問い合わせください。

　納入通知書及び納付書を７月中旬に発送します。災害
などの特別な事情がなく保険料を滞納すると、滞納期間
に応じて介護サービス利用時の自己負担割合が増えたり、
一時的に介護給付が差し止めになったりするなどの制限
が生じます。保険料は各納期限までに納付してください。

■納入通知書の送付

■介護保険料の納め方
　第１号被保険者として保険料を納めるのは、６５歳の誕
生日の前日が属する月からです。
　保険料は通常、年金から差し引かれますが、年金の種
類や額によって次の２通りに分かれます。
①年金から差し引かれる人（特別徴収）

　�年金収入が年間１８万円以上の人です。年６回の年金
支払いの際に、介護保険料があらかじめ差し引かれて
振り込まれます。

②納付書や口座振替で納める人（普通徴収）
　�４月２日以降に65歳になった人や、年金収入が年間18

万円未満の人等、特別徴収の対象にならない人は普通
徴収です。７月中旬頃、全８期分を一括同封して発送し
ます。第２期以降分の納付書は大切に保管し、各納期
限までに税務課及び各振興局・振興センター、金融機
関、コンビニエンスストア、スマートフォン決済アプリで
納付してください。口座振替を希望する人は、各金融
機関、郵便局で手続をお願いします（口座振替で納め
る人は、納付書の同封はありません）。

　介護保険料は３年に１回、市町村ごとに算定が行われ、　介護保険料は３年に１回、市町村ごとに算定が行われ、
令和６年度～８年度は年額６万８,７００円を基準額としてい令和６年度～８年度は年額６万８,７００円を基準額としてい
ます。さらに、世帯員の市民税の課税状況や被保険者本ます。さらに、世帯員の市民税の課税状況や被保険者本
人の所得額によって、１３段階に分かれます。人の所得額によって、１３段階に分かれます。
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いろとりどりの個性を大切に
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市民とともに日田市を創る

日田市職員採用試験は
ここが違う！

　９月に、高校新卒者を中心とした後
期試験を実施します。募集要項等の
詳細は、７月中旬頃に市ホームページ
でお知らせします。

　前期試験は7月10日㈮まで受付中
です。ご応募お待ちしています。

※�令和８年１０月１日採用試験、前期
試験を受験した人は、後期試験を
受験できません。

経験を日田市のチカラに

　日田市では、年齢制限を大幅に緩和しています。
職務経験者については、これまで培った経験その
ものが大きな強みです。異なるバックグラウンドを
持つ仲間がいるからこそ、より豊かな視点でまちづ
くりができると信じています。

　学歴や経歴だけではなく、「日田の未来に関わり
たい」「経験を日田のために活かしたい」という想い
を大切にしています。新卒者はもちろん、民間企業で
培った経験や専門スキルを持つ人、Uターン・Iターン
を考えている人など、幅広い人材に門戸を開いています。

日田の鼓動を支える人になる
日田には、脈 と々流れる歴史があり、

新しい風を求める人たちがいる。
その一瞬一瞬が、この街の「鼓動」です。

仕事の先にあるのは、
誰かの笑顔であり、まちの未来。
その鼓動を力強く刻み続けられる

新しい仲間を待っています。

問総務課人事係☎㉒８3９２（市役所4階）ID  217

職員募集

　災害等によって被害を受けたり、事業の廃止等で所得
が激減したりしたときや、世帯全員の収入と貯えが一定金
額に満たないときは、減免を受けられる場合があります。

■保険料の減免制度

問�納入通知書・支払方法・減免制度等に関すること
　税務課市民税係☎㉒８３９６（市役所１階）

▶前年度非課税者に係る特例減免
　令和７年度及び令和８年度の市民税が非課税の人につ
いては、上記の特例措置を行わずに算定した保険料とな
るよう特例減免を適用します。減免の申請については申
請不要です。

　介護保険事業の歳入歳出のバランスを保つため、介護
保険法施行令の改正に基づき、令和８年度の介護保険料
においては、令和７年度税制改正前の給与所得控除額を
用いた所得にて算定します。また、被保険者以外の世帯
員の市民税課税状況においても、同様に改正前の給与所
得控除額を用いて判定します。詳細は市ホームページ

（ID  １０８７）をご確認ください。

■令和８年度介護保険料の特例措置

口座振替Web申込みはこちらから▶


